
ごあいさつ 

皆さまには、平素より高知県信用農業協同組合連合会（JA バンク高知信連）をご利用いただき誠にありがと

うございます。 

 

当会は、昭和 23 年の設立以来 72 年にわたり、高知県の農業や地域社会の発展を金融面より支援する地

域金融機関として歩んでまいりました。これもひとえに皆さまの温かいご理解とご支援の賜と、深く感謝申し上

げます。 

本年も当会の事業や経営内容について皆さまにご紹介いたしたく、小誌を作成いたしました。ご一読いただ

き、当会に対するご理解をより一層深めていただければ幸いに存じます。 

 

さて、国内経済は、戦後最長の景気拡張期が続いているといわれていましたが、昨年の消費税増税による

予想以上の消費の落ち込みに加え、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の影響により、令和元年度後半

はリーマンショック時以来の急激な景気減速となりました。いまだ、世界的には感染が拡大しており、先が見通

せない状況ですが、感染の収束時期によっては世界同時不況に陥る可能性も否定できなくなっています。 

金融環境については、超低金利の長期化により、各金融機関の利鞘悪化に歯止めがかからない状況が続

くなかで、新型コロナウイルスの感染拡大により、金融市場は非常に不安定な状況となっており、今後も予断を

許さない状況です。 

 

JA グループの基盤である農業についても、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、一部の農畜産物

に需要減少とそれに伴う大幅な価格低下がみられており、生産者への影響が懸念されます。 

また、国際貿易交渉では、TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）11、日欧 EPA（経済連携協定）、日米貿易

協定などの大型協定が近年断続的に発効され、将来的な国際化の進展のなかで国産農産物への影響が懸

念されます。 

日本の農業政策は、成長産業化へ舵が切られていますが、人口減少及び高齢化の影響を受け、農家戸数

や耕地面積は依然として減少傾向が継続しており、農業労働力については絶対数の減少と高齢者に偏った

状況が続くと推察されます。 

 

こうした状況の下、当会としましては、農業を基盤とした JA グループの一員として、JA バンク自己改革の 3

本柱である「農業所得増大と地域活性化に資する踏み込んだ対応」、「JA が営農経済事業に全力投球できる

環境整備」、「農業と地域・利用者をつなぐ金融サービスの提供・地域貢献への取組み強化」を図るとともに、

「JA バンク基本方針」に基づき、これまで以上に信頼性の維持・向上に向けた事業運営を徹底してまいりま

す。 

 

今後とも、県内４JA と一体となった信用事業運営に対しまして、皆さまのご理解とご支援を賜りますようお願

い申し上げます。 
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